
公 共 下 水 道 事 業 会 計



ｖｖｖｖ
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議案第２２号 

 

平成３１年度稲沢市公共下水道事業会計予算 

 （総則） 

第１条 平成３１年度稲沢市公共下水道事業会計の予算は、次に定める

ところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 排水処理区域内人口            ５９，１００人 

 (2) 年間排水量             ５，１７３，０００㎥ 

 (3) 一日平均排水量              １４，１３４㎥ 

 (4) 主要な建設改良事業 

    汚水建設事業 

     幹線管渠整備事業         １６７，８７８千円 

     ・井之口地区 Ｌ＝ 250ｍ  

     稲葉小沢北部地区面整備事業    ３８８，９１８千円 

     ・②地区 Ａ＝ 8.9ha Ｌ＝ 3,139ｍ  

     桜木地区面整備事業        ３９３，３７１千円 

     ・②地区 Ａ＝ 7.4ha Ｌ＝ 2,862ｍ  

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収  入  

第１款 下水道事業収益      １，８３３，３８５千円 

    第１項  営業収益          ８９６，４７５千円 

    第２項  営業外収益         ９３６，９０９千円 

    第３項  特別利益                １千円  
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支  出  

   第１款  下水道事業費用      １，８３３，３８５千円 

    第１項  営業費用        １，５３１，０２３千円 

    第２項  営業外費用         ２９６，９５４千円 

    第３項  特別損失              ４０８千円 

    第４項 予備費             ５，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的

収入額が資本的支出額に対し不足する額７５７，８１４千円は過年度

分損益勘定留保資金等７５７，８１４千円で補塡するものとする。）。 

収  入  

   第１款  資本的収入        １，７６１，８７９千円 

    第１項  企業債           ６４４，８００千円 

    第２項  出資金           ６２１，０３０千円 

    第３項 負担金            １５，３００千円 

    第５項  補助金           ３９５，５００千円 

    第６項  受益者負担金及び分担金    ８５，２４８千円 

    第７項  流域下水道建設費負担金         １千円  

        還付金収入 

支  出  

   第１款  資本的支出        ２，５１９，６９３千円 

    第１項  建設改良費       １，４６５，１８６千円 

    第２項  企業債償還金      １，０４９，４１７千円 

    第４項  過年度返還金             ９０千円 

    第５項 予備費             ５，０００千円 
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（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次

のとおりと定める。 

事  項  期  間  限  度  額  

稲 沢 市 水 洗 便 所 改 造

等 の 資 金 借 入 れ 者 に

対す る利 子補 給  

平成 31 年 度か ら  

平成 34 年 度ま で  

稲 沢 市 水 洗 便 所 改 造 等 の 資 金

を 借 入 れ た 者 に 対 す る 当 該 借

入れ に係 る利 子相 当額  

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次

のとおりと定める。 

起債 の  

目  的  

限度 額  

（千 円）  

起債 の  

方  法  
利  率  償還 の方 法  

公 共 下 水

道事 業  
606,000 

普通 貸借  

又は  

証券 発行  

年 4.0％  

以内  

 公 的資 金に つい ては 、そ の融

資条 件に より 、銀 行そ の他 の場

合に は、その 債権 者と 協定 する

条件 によ る。  

 た だし 、企 業財 政の 都合 によ

り、据置 期間 及び 償還 期限 を短

縮し 、若 しく は繰 上償 還及 び低

利 債 に 借 り 換 え る こ と が で き

る。  

流 域 下 水

道事 業  
38,800 

計  644,800    

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

 (1) 第８条に定める経費を除き、予定支出の各項の経費及び各項の間

の経費 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費

の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場

合は、議会の議決を経なければならない。 

 (1) 職員給与費 ９２，３３５千円 

 

 （他会計からの補助金） 

第９条 公共下水道事業の健全な財政運営に資するため、一般会計から

この会計へ補助を受ける金額は、６６５，３４９千円である。 

 

平成３１年３月４日提出 

                   稲沢市長 加 藤 錠 司 郎 



　１．平成３１年度稲沢市公共下水道事業会計予算実施計画

１．収益的収入及び支出

（１）収　入 (単位  千円）

款 項 目 予定額

1.下水道事業収益 1,833,385

1.営業収益 896,475

1.下水道使用料 746,000 1.下水道使用料 746,000

2.負担金 150,191 1.一般会計負担金 150,191

3.その他営業収益 284 1.手数料 284

2.営業外収益 936,909

1.受取利息 4 1.預金利息等 4

2.負担金 23,613 1.一般会計負担金 23,613

3.補助金 667,349 1.一般会計補助金 665,349

2.国庫補助金 2,000

4.消費税及び地方
　消費税還付金

1
1.消費税及び地方
　消費税還付金

1

5.長期前受金戻入 245,376 1.長期前受金戻入 245,376

6.雑収益 566 1.雑収益 566

3.特別利益 1

1.過年度損益修正
　益

1
1.過年度損益修正
　益

1

備           考
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（２）支　出 (単位  千円）

款 項 目 予定額

1.下水道事業費用 1,833,385

1.営業費用 1,531,023

1.汚水管渠費 39,747 14.動力費 1,388

17.修繕費 6,329

19.手数料 26,073

20.委託料 5,664

21.使用料及び賃
　 借料

101

28.保険料 114

31.補助金 78

7,293 14.動力費 1,658

17.修繕費 1,440

19.手数料 1,944

20.委託料 2,232

28.保険料 19

3.雨水管渠費 31,248 14.動力費 3,532

17.修繕費 2,148

18.通信運搬費 259

19.手数料 300

20.委託料 1,076

21.使用料及び賃
　 借料

23,922

28.保険料 11

4.流域下水道維持
　管理費負担金

401,820 27.負担金 401,820

5.総係費 53,943 1.給料 16,822

2.手当 12,861

3.賃金 1,848

5.法定福利費 5,448

6.旅費 40

9.備消耗品費 1,239

備           考

2.特定環境保全管
　渠費
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(単位  千円）

款 項 目 予定額

11.被服費 134

15.燃料費 475

16.印刷製本費 696

17.修繕費 316

18.通信運搬費 520

19.手数料 405

20.委託料 6,986

21.使用料及び賃
   借料

1,666

26.食糧費 3

27.負担金 4,297

28.保険料 156

29.厚生福利費 11

30.公課費 20

6.減価償却費 994,689
1.有形固定資産減
  価償却費

917,872

2.無形固定資産減
  価償却費

76,817

7.資産減耗費 2,283 1.固定資産除却費 2,283

2.営業外費用 296,954

1.支払利息及び企
　業債取扱諸費

296,953 1.企業債利息 296,953

3.雑支出 1 1.雑支出 1

3.特別損失 408

408 1.欠損金 308

2.過年度損益修正
  損

100

4.予備費 5,000

1.予備費 5,000 1.予備費 5,000

備           考

1.過年度損益修正
　損
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２．資本的収入及び支出

（１）収　入 (単位  千円）

款 項 目 予定額

1.資本的収入 1,761,879

1.企業債 644,800

1.企業債 644,800 1.汚水建設事業債 606,000

2.流域建設事業債 38,800

2.出資金 621,030

1.出資金 621,030 1.一般会計出資金 621,030

3.負担金 15,300

1.負担金 15,300
2.区画整理事業工
　事負担金

15,300

5.補助金 395,500

1.補助金 395,500
1.汚水建設事業国
　庫補助金

395,500

85,248

85,248 1.受益者負担金 84,984

2.受益者分担金 64

3.区域外流入分担
　金

200

1

1.流域下水道建設
　費負担金還付金
　収入

1
1.流域下水道建設
　費負担金還付金
　収入

1

備           考

7.流域下水道
　建設費負担
　金還付金収
　入

6.受益者負担
　金及び分担
　金

1.受益者負担金及
　び分担金
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（２）支　出 (単位  千円）

款 項 目 予定額

1.資本的支出 2,519,693

1.建設改良費 1,465,186

1.汚水建設事業費 1,320,090 8.報償費 14,041

17.修繕費 1,125

20.委託料 130,854

21.使用料及び賃
   借料

1,795

22.路面復旧費 85,107

23.工事請負費 842,351

24.補償費 244,817

10,704 8.報償費 115

17.修繕費 1,430

22.路面復旧費 2,000

23.工事請負費 7,159

3.雨水建設事業費 39,934 20.委託料 1,134

23.工事請負費 38,800

4.流域下水道建設
　費負担金

38,919 27.負担金 38,919

55,356 1.給料 26,847

2.手当 19,680

5.法定福利費 8,829

6.固定資産購入費 183
4.工具、器具及び
　備品

183

1,049,417

1.企業債償還金 1,049,417 1.企業債償還金 1,049,417

90

1.過年度返還金 90
1.受益者負担金等
　過年度返還金

90

5.予備費 5,000

1.予備費 5,000 1.予備費 5,000

備           考

4.過年度返還
　金

2.企業債償還
　金

2.特定環境保全建
　設事業費

5.資本勘定支弁人
　件費
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　２．平成３１年度稲沢市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
　　　　（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）

（単位　千円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー 　 　

（１）当年度純利益 △ 21,596

（２）有形固定資産減価償却費 917,872

（３）無形固定資産減価償却費 76,817

（４）固定資産除却費 2,283

（５）長期前受金戻入額 △ 245,376

（６）業務活動による資産及び負債の増減

　　ア　未収金の増減額（△は増加） △ 227,483

　　イ　未払金の増減額（△は減少） 89,447

　　業務活動によるキャッシュ・フロー計 591,964

２．投資活動によるキャッシュ・フロー

（１）有形固定資産の取得による支出 △ 1,331,139

（２）無形固定資産の取得による支出 △ 35,381

（３）その他資本的支出による支出 △ 90

（４）国庫補助金による収入 364,410

（５）その他資本的収入による収入 99,159

　　投資活動によるキャッシュ・フロー計 △903,041

３.財務活動によるキャッシュ・フロー

（１）建設改良企業債による収入 644,800

（２）建設改良企業債の償還による支出 △ 1,049,417

（３）一般会計からの出資による収入 621,030

　　財務活動によるキャッシュ・フロー計 216,413

資金増減額 △94,664

資金期首残高 663,385

資金期末残高 568,721
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　３．給与費明細書

１．総括 　

特別職 一般職 報酬 給 料 賃 金 手当 計

（人） （人）（千円）（千円）（千円）（千円）（千円） （千円）

損益勘定
支弁職員

－ 5 － 16,822 1,848 12,861 31,531 5,448

資本勘定
支弁職員

－ 8 － 26,847 0 19,680 46,527 8,829

合　　計 － 13 － 43,669 1,848 32,541 78,058 14,277

損益勘定
支弁職員

－ 5 － 20,565 1,835 15,794 38,194 7,231

資本勘定
支弁職員

－ 8 － 30,446 0 22,091 52,537 9,966

合　　計 － 13 － 51,011 1,835 37,885 90,731 17,197

損益勘定
支弁職員

－ 0 － △3,743 13 △2,933 △6,663 △1,783

資本勘定
支弁職員

－ 0 － △3,599 0 △2,411 △6,010 △1,137

合　　計 － 0 － △7,342 13 △5,344 △12,673 △2,920

本年度 1,770 2,855 2,120 5,552 571

前年度 2,328 3,318 1,939 6,548 487

比　較 △558 △463 181 △996 84

本年度 11 972 10,561 7,574 555

前年度 11 636 12,725 8,773 1,120

比　較 0 336 △2,164 △1,199 △565

区 分

（千円）

合計

手
当
の
内
訳

比
較

児童手当

職員数

（千円）

扶養手当

（千円）

期末手当

（千円）

特殊勤務手当

（千円） （千円）

（千円） （千円）

法　定
福利費

△15,593

給与費

107,928

92,335

45,425

△8,446

本
年
度

36,979

55,356

62,503

住居手当 勤勉手当
区　分

（千円）

（千円）

（千円）

地域手当

△7,147

区　分

時間外
勤務手当

管理職手当

前
年
度

通勤手当
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２．給料及び手当の増減額の明細

増減額

（千円） （千円）

△ 7,342 65 給与改定率 0.22%

　実施時期

983 増加率 1.90%

　４月 8 人

△ 8,390 職員数の異動状況

職員数

本年度 13人

前年度 13人

　 　 増　減 0人

△ 5,344 195 勤勉手当 支給月数の変更

195

△ 5,539 　扶養手当 △ 558

　地域手当 △ 463

　管理職手当 181

　時間外勤務手当 △ 996

　通勤手当 84

　住居手当 336

　期末手当 △ 2,164

　 　勤勉手当  △ 1,394

　児童手当 △ 565

給与改定に
伴う増減分

昇給等に伴
う増加分

異動等に
よる

その他の増
減分

その他の増
減分

異動等に
よる

手
当

制度改正に
伴う増減分

区分 備　　　　　考説　　明
増減額の増減事由別内訳

平成30年4月1日

給
料
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３．給料及び手当の状況

（１）職員一人当たり給与

（２）初任給 平成31年1月1日現在

高校卒

大学卒

（３）級別職員数

（等級別基準職務表）

級 職員数(人) 構成比(％) 平成31年1月1日現在

8級 区分 一般職

7級

6級 1 7.7

5級 2 15.4

4級 2 15.4

3級 4 30.7

2級 1 7.7

1級 3 23.1

計 13 100.0

8級

7級 1 7.7

6級

5級 2 15.4

4級 3 23.1

3級 5 38.4

2級 1 7.7

1級 1 7.7

計 13 100.0 　 　

平成30年1月1日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

6級

323,901円

384,913円

42歳4か月

一般会計の制度

一般職

153,000円

187,200円

一般職

一般職

平成30年1月1日現在

平成31年1月1日現在

5級

部長の職務

次長の職務

課長の職務

主幹の職務

2級

8級

7級

1級 定型的な業務を行う職務

主査の職務

相当の知識又は経験を必
要とする業務を行う職務

知識又は経験を必要とす
る業務を行う職務

4級

3級

一般職

287,962円

区　　　　分

区　　　　分

区　分

153,000円

187,200円

352,842円

36歳11か月

平成31年1月1日現在
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（４）特殊勤務手当

一般職

(％) 0.02

支給対象職員１人当たり平均支給月額　(円) 183

特殊手当

（５）期末手当・勤勉手当

支給率計

6月(月分) 12月(月分) (月分)

2.225 2.225 4.45

2.075 2.325 4.40

2.225 2.225 4.45

（６）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 平成31年1月1日現在

20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度

の者(月分) の者(月分) の者(月分) (月分)

　

 

　

 

（７）その他の手当

24.586875 33.27075

(％) 38.5
支給対象職員の比率

通　勤　手　当

住　居　手　当

地　域　手　当

扶　養　手　当

区　分

基礎在職期
間の区分に
応じた調整
額

一般会計の制度
（支給率等）

差異の内容

24.586875 33.27075 47.709 47.709

支給期別支給率

一般会計の制度

本　　年　　度

前　　年　　度

備　考

備　考区　分

区　分

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有り

有り

有り

その他の
加算措置

47.709 47.709

基礎在職期
間の区分に
応じた調整
額

（平成31年1月1日現在）

給料総額に対する比率

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　分

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

一般会計の制度との異同

同　　　じ

支　給　率　等
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　４．平成３０年度稲沢市公共下水道事業予定損益計算書
　　　　（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで）

（１）全事業合計 （単位　千円）

１．営業収益

（１）下水道使用料 701,852

（２）負担金 155,714

（３）その他営業収益 596 858,162

２．営業費用

（１）汚水管渠費 34,670

（２）特定環境保全管渠費 5,856

（３）雨水管渠費 36,998

（４）流域下水道維持管理費負担金 377,567

（５）総係費 119,544

（６）減価償却費 976,080

（７）資産減耗費 2,426 1,553,141

　　営　業　損　失 694,979

３．営業外収益

（１）受取利息 4

（２）負担金 25,339

（３）補助金 729,166

（４）長期前受金戻入 238,769

（５）雑収益 566 993,844

４．営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 316,438

（２）雑支出 1 316,439 677,405

　　経　常　損　失 17,574

５．特別利益

（１）過年度損益修正益 1 1

６．特別損失

（１）過年度損益修正損 520 520 △ 519

　　当年度純損失 18,093

　　前年度繰越欠損金 46,203

　　当年度未処理欠損金 64,296
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（２）汚水事業及び雨水事業別 （単位　千円）

１．営業収益 702,448 155,714 858,162

（１）下水道使用料 701,852 0 701,852

（２）負担金 155,714 155,714

（３）その他営業収益 596 0 596

２．営業費用 1,357,969 195,172 1,553,141

（１）汚水管渠費 34,670 0 34,670

（２）特定環境保全管渠費 5,856 0 5,856

（３）雨水管渠費 0 36,998 36,998

（４）流域下水道維持管理費負担金 377,567 0 377,567

（５）総係費 100,905 18,639 119,544

（６）減価償却費 836,545 139,535 976,080

（７）資産減耗費 2,426 0 2,426

　営業利益（△は損失） △ 655,521 △ 39,458 △ 694,979

３．営業外収益 929,663 64,181 993,844

（１）受取利息 4 0 4

（２）負担金 616 24,723 25,339

（３）補助金 729,166 0 729,166

（４）長期前受金戻入 199,311 39,458 238,769

（５）雑収益 566 0 566

４．営業外費用 291,716 24,723 316,439

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 291,715 24,723 316,438

（２）雑支出 1 0 1

　経常利益（△は損失） △ 17,574 0 △ 17,574

５．特別利益 1 0 1

（１）過年度損益修正益 1 0 1

６．特別損失 520 0 520

（１）過年度損益修正損 520 0 520

　当期純利益（△は損失） △ 18,093 0 △ 18,093

　前年度繰越利益剰余金（△は欠損金） △ 46,203 0 △ 46,203

　当年度未処分利益剰余金（△は欠損金） △ 64,296 0 △ 64,296

汚水事業 雨水事業 合計
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　５．平成３０年度稲沢市公共下水道事業予定貸借対照表
　　　　（平成３１年３月３１日）

（１）全事業合計 （単位　千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

　　ア　土地 220,188

　　イ　構築物 42,660,569

　　　　　減価償却累計額 △ 6,619,314 36,041,255

　　ウ　機械及び装置 344,418

　　　　　減価償却累計額 △ 161,222 183,196

　　エ　車両及び運搬具 1,223

　　　　　減価償却累計額 0 1,223

　　　有形固定資産合計 36,445,862

（２）無形固定資産

　　ア　流域下水道利用権 3,219,862

　　　　　減価償却累計額 △ 579,687 2,640,175

　　　無形固定資産合計 2,640,175

（３）投資その他の資産

　　ア　出資金 961

　　　投資合計 961

　　固定資産合計 39,086,998

２．流動資産

（１）現金預金 663,385

（２）未収金 372,668

　　流動資産合計 1,036,053

　　資産合計 40,123,051

資　産　の　部
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（単位　千円）

３．固定負債

（１）企業債 13,831,693

　　固定負債合計 13,831,693

４．流動負債

（１）企業債 1,049,415

（２）未払金 439,064

　　流動負債合計 1,488,479

５．繰延収益

（１）長期前受金 12,175,886

（２）収益化累計額 △ 1,876,549

　　繰延収益合計 10,299,337

　　負債合計 25,619,509

６．資本金

（１）自己資本金

　　ア　固有資本金 11,028,316

　　イ　繰入資本金 2,865,931

　　ウ　組入資本金 485,428

　　　自己資本金合計 14,379,675

　　資本金合計 14,379,675

７．剰余金

（１）資本剰余金

　　ア　受贈財産評価額 188,163

　　　資本剰余金合計 188,163

（２）利益剰余金

　　ア　当年度未処理欠損金 64,296

　　　利益剰余金合計 △ 64,296

　　剰余金合計 123,867

　　資本合計 14,503,542

　　負債資本合計 40,123,051

負　債　の　部

資　本　の　部
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（２）汚水事業及び雨水事業別 （単位　千円）

資産の部

１．固定資産 34,169,467 4,917,531 39,086,998

（１）有形固定資産 31,528,331 4,917,531 36,445,862

　　ア　土地 32,188 188,000 220,188

　　イ　構築物 36,998,471 5,662,098 42,660,569

　　　　　減価償却累計額 △ 5,602,870 △ 1,016,444 △ 6,619,314

　　　　構築物　計 31,395,601 4,645,654 36,041,255

　　ウ　機械及び装置 197,520 146,898 344,418

　　　　　減価償却累計額 △ 98,201 △ 63,021 △ 161,222

　　　　機械及び装置　計 99,319 83,877 183,196

　　エ　車両及び運搬具 1,223 0 1,223

　　　　　減価償却累計額 0 0 0

　　　　車両及び運搬具　計 1,223 0 1,223

（２）無形固定資産 2,640,175 0 2,640,175

　　ア　流域下水道利用権 3,219,862 0 3,219,862

　　　　　減価償却累計額 △ 579,687 0 △ 579,687

　　　　流域下水道利用権　計 2,640,175 0 2,640,175

（３）投資その他の資産 961 0 961

　　ア　出資金 961 0 961

２．流動資産 497,885 538,168 1,036,053

（１）現金預金 140,906 522,479 663,385

（２）未収金 356,979 15,689 372,668

資産合計 34,667,352 5,455,699 40,123,051

汚水事業 雨水事業 合計
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（単位　千円）

負債の部

３．固定負債 12,777,722 1,053,971 13,831,693

（１）企業債 12,777,722 1,053,971 13,831,693

４．流動負債 1,412,285 76,194 1,488,479

（１）企業債 984,278 65,137 1,049,415

（２）未払金 428,007 11,057 439,064

５．繰延収益 8,757,796 1,541,541 10,299,337

（１）長期前受金 10,217,312 1,958,574 12,175,886

（２）収益化累計額 △ 1,459,516 △ 417,033 △ 1,876,549

負債合計 22,947,803 2,671,706 25,619,509

資本の部

６．資本金 11,783,682 2,595,993 14,379,675

（１）自己資本金 11,783,682 2,595,993 14,379,675

　　ア　固有資本金 8,628,659 2,399,657 11,028,316

　　イ　繰入資本金 2,865,931 0 2,865,931

　　ウ　組入資本金 289,092 196,336 485,428

７．剰余金 △ 64,133 188,000 123,867

（１）資本剰余金 163 188,000 188,163

　　ア　受贈財産評価額 163 188,000 188,163

（２）利益剰余金 △ 64,296 0 △ 64,296

　　ア　当年度未処分利益剰余金 △ 64,296 0 △ 64,296

資本合計 11,719,549 2,783,993 14,503,542

負債資本合計 34,667,352 5,455,699 40,123,051

汚水事業 雨水事業 合計
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　６．平成３１年度稲沢市公共下水道事業予定損益計算書
　　　　（平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで）

（１）全事業合計 （単位　千円）

１．営業収益

（１）下水道使用料 686,506

（２）負担金 150,191

（３）その他営業収益 284 836,981

２．営業費用

（１）汚水管渠費 36,195

（２）特定環境保全管渠費 6,650

（３）雨水管渠費 31,248

（４）流域下水道維持管理費負担金 373,674

（５）総係費 53,406

（６）減価償却費 994,689

（７）資産減耗費 2,283 1,498,145

　　営　業　損　失 661,164

３．営業外収益

（１）受取利息 4

（２）負担金 23,613

（３）補助金 667,349

（４）長期前受金戻入 245,376

（５）雑収益 566 936,908

４．営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 296,953

（２）雑支出 1 296,954 639,954

　　経　常　損　失 21,210

５．特別利益

（１）過年度損益修正益 1 1

６．特別損失

（１）過年度損益修正損 387 387 △ 386

　　当年度純損失 21,596

　　前年度繰越欠損金 64,296

　　当年度未処理欠損金 85,892
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（２）汚水事業及び雨水事業別 （単位　千円）

１．営業収益 690,741 146,240 836,981

（１）下水道使用料 686,506 0 686,506

（２）負担金 3,951 146,240 150,191

（３）その他営業収益 284 0 284

２．営業費用 1,312,447 185,698 1,498,145

（１）汚水管渠費 36,195 0 36,195

（２）特定環境保全管渠費 6,650 0 6,650

（３）雨水管渠費 0 31,248 31,248

（４）流域下水道維持管理費負担金 373,674 0 373,674

（５）総係費 38,873 14,533 53,406

（６）減価償却費 854,772 139,917 994,689

（７）資産減耗費 2,283 0 2,283

　営業利益（△は損失） △ 621,706 △ 39,458 △ 661,164

３．営業外収益 874,315 62,593 936,908

（１）受取利息 4 0 4

（２）負担金 478 23,135 23,613

（３）補助金 667,349 0 667,349

（４）長期前受金戻入 205,918 39,458 245,376

（５）雑収益 566 0 566

４．営業外費用 273,819 23,135 296,954

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 273,818 23,135 296,953

（２）雑支出 1 0 1

　経常利益（△は損失） △ 21,210 0 △ 21,210

５．特別利益 1 0 1

（１）過年度損益修正益 1 0 1

６．特別損失 387 0 387

（１）過年度損益修正損 387 0 387

　当期純利益（△は損失） △ 21,596 0 △ 21,596

　前年度繰越利益剰余金（△は欠損金） △ 64,296 0 △ 64,296

　当年度未処分利益剰余金（△は欠損金） △ 85,892 0 △ 85,892

汚水事業 雨水事業 合計
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　７．平成３１年度稲沢市公共下水道事業予定貸借対照表
　　　　（平成３２年３月３１日）

（１）全事業合計 （単位　千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

　　ア　土地 220,188

　　イ　構築物 43,989,490

　　　　　減価償却累計額 △ 7,515,177 36,474,313

　　ウ　機械及び装置 341,483

　　　　　減価償却累計額 △ 180,363 161,120

　　エ　車両及び運搬具 1,223

　　　　　減価償却累計額 △ 166 1,057

　　オ　工具、器具及び備品 170

　　　　　減価償却累計額 0 170

　　　有形固定資産合計 36,856,848

（２）無形固定資産

　　ア　流域下水道利用権 3,255,242

　　　　　減価償却累計額 △ 656,504 2,598,738

　　　無形固定資産合計 2,598,738

（３）投資その他の資産

　　ア　出資金 961

　　　投資合計 961

　　固定資産合計 39,456,547

２．流動資産

（１）現金預金 568,721

（２）未収金 600,151

　　流動資産合計 1,168,872

　　資産合計 40,625,419

資　産　の　部
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（単位　千円）

３．固定負債

（１）企業債 13,383,560

　　固定負債合計 13,383,560

４．流動負債

（１）企業債 1,092,933

（２）未払金 528,511

　　流動負債合計 1,621,444

５．繰延収益

（１）長期前受金 12,639,364

（２）収益化累計額 △ 2,121,925

　　繰延収益合計 10,517,439

　　負債合計 25,522,443

６．資本金

（１）自己資本金

　　ア　固有資本金 11,028,316

　　イ　繰入資本金 3,486,961

　　ウ　組入資本金 485,428

　　　自己資本金合計 15,000,705

　　資本金合計 15,000,705

７．剰余金

（１）資本剰余金

　　ア　受贈財産評価額 188,163

　　　資本剰余金合計 188,163

（２）利益剰余金

　　ア　当年度未処理欠損金 85,892

　　　利益剰余金合計 △ 85,892

　　剰余金合計 102,271

　　資本合計 15,102,976

　　負債資本合計 40,625,419

負　債　の　部

資　本　の　部
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（２）汚水事業及び雨水事業別 （単位　千円）

資産の部

１．固定資産 34,641,023 4,815,524 39,456,547

（１）有形固定資産 32,041,324 4,815,524 36,856,848

　　ア　土地 32,188 188,000 220,188

　　イ　構築物 38,289,481 5,700,009 43,989,490

　　　　　減価償却累計額 △ 6,367,488 △ 1,147,689 △ 7,515,177

　　　　構築物　計 31,921,993 4,552,320 36,474,313

　　ウ　機械及び装置 194,585 146,898 341,483

　　　　　減価償却累計額 △ 108,669 △ 71,694 △ 180,363

　　　　機械及び装置　計 85,916 75,204 161,120

　　エ　車両及び運搬具 1,223 0 1,223

　　　　　減価償却累計額 △ 166 0 △ 166

　　　　車両及び運搬具　計 1,057 0 1,057

　　オ　工具、器具及び備品 170 0 170

　　　　　減価償却累計額 0 0 0

　　　　工具、器具及び備品　計 170 0 170

（２）無形固定資産 2,598,738 0 2,598,738

　　ア　流域下水道利用権 3,255,242 0 3,255,242

　　　　　減価償却累計額 △ 656,504 0 △ 656,504

　　　　流域下水道利用権　計 2,598,738 0 2,598,738

（３）投資その他の資産 961 0 961

　　ア　出資金 961 0 961

２．流動資産 628,497 540,375 1,168,872

（１）現金預金 74,320 494,401 568,721

（２）未収金 554,177 45,974 600,151

資産合計 35,269,520 5,355,899 40,625,419

汚水事業 雨水事業 合計
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（単位　千円）

負債の部

３．固定負債 12,396,380 987,180 13,383,560

（１）企業債 12,396,380 987,180 13,383,560

４．流動負債 1,538,801 82,643 1,621,444

（１）企業債 1,026,142 66,791 1,092,933

（２）未払金 512,659 15,852 528,511

５．繰延収益 9,015,356 1,502,083 10,517,439

（１）長期前受金 10,680,790 1,958,574 12,639,364

（２）収益化累計額 △ 1,665,434 △ 456,491 △ 2,121,925

負債合計 22,950,537 2,571,906 25,522,443

資本の部

６．資本金 12,404,712 2,595,993 15,000,705

（１）自己資本金 12,404,712 2,595,993 15,000,705

　　ア　固有資本金 8,628,659 2,399,657 11,028,316

　　イ　繰入資本金 3,486,961 0 3,486,961

　　ウ　組入資本金 289,092 196,336 485,428

７．剰余金 △ 85,729 188,000 102,271

（１）資本剰余金 163 188,000 188,163

　　ア　受贈財産評価額 163 188,000 188,163

（２）利益剰余金 △ 85,892 0 △ 85,892

　　ア　当年度未処分利益剰余金 △ 85,892 0 △ 85,892

資本合計 12,318,983 2,783,993 15,102,976

負債資本合計 35,269,520 5,355,899 40,625,419

汚水事業 雨水事業 合計
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　８．債務負担行為に関する調書

期    間 金    額

 稲沢市水洗便所改造等の資金
 借入れ者に対する利子補給
 （平成30年度）

 稲沢市水洗便所改造等の資金
 を借入れた者に対する当該借
 入れに係る利子相当額

平成30年度 12

 稲沢市水洗便所改造等の資金
 借入れ者に対する利子補給
 （平成31年度）

 稲沢市水洗便所改造等の資金
 を借入れた者に対する当該借
 入れに係る利子相当額

－ － 

事        項 限  度  額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額
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（単位　千円）

期    間 金    額 国県支出金 企業債 その他

平成31年度から
平成33年度まで

27 0 0 0 27

平成31年度から
平成34年度まで

193 0 0 0 193

     当該年度以降の支払
     義務発生予定額

左   の   財   源   内   訳

特   定   財   源
一般財源
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注　記

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法
ア 有形固定資産
・ 減価償却費の方法 定額法による。
・ 主な耐用年数

構築物 ５０年
機械及び装置 ２０年
車両及び運搬具 ４年
工具、器具及び備品 ５年

イ 無形固定資産
・ 減価償却費の方法 定額法による。
・ 主な耐用年数

流域下水道利用権 ５０年

（２）引当金の計上方法
ア 退職給付引当金

　職員の退職手当は、「稲沢市公共下水道事業会計への繰出基準」に基づき、そ
の全額を一般会計からの繰入金で支給することとなっているため、退職給付引当
金は計上していない。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

２．予定貸借対照表等に関する注記

（１）企業債の償還に係る一般会計の負担
　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以
内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる雨水事業債
の額は、平成３０年度1,119,108千円、平成３１年度1,053,971千円である。

３．リース契約に関する注記

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理を行っている。
　なお、未経過リース料相当額は、平成３０年度5,040,792円、平成３１年度6,737,304円で
ある。
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